
（３）充実した支援体制の整備
ア　切れ目ない支援体制整備
　2012年７月に中央教育審議会初等中等教育分科会が取りまとめた「共生社会の形成に向けた
インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」において、インクルー
シブ教育システムを構築する上で、教育委員会や学校等は、医療、保健、福祉、労働等の関係
機関等との適切な連携が重要であり、関係行政機関等の相互連携の下で、広域的な地域支援の
ための有機的なネットワークを形成することが有効であることなどが示された。
　文部科学省では、特別な支援が必要な子供が、就学前から卒業後にわたる切れ目ない支援を
受けられる体制の整備に必要な経費（①連携体制の整備、②個別の教育支援計画等の活用、③
連携支援コーディネーターの配置、④普及啓発などに係る経費）の一部を補助する事業を実施
するなどして、教育委員会や学校等における取組を推進している。

イ　教育と福祉等の連携
　発達障害を始め障害のある子供への支援における教育と福祉の連携については、学校と障害
福祉サービス事業者との相互理解の促進や、保護者も含めた情報共有の必要性が指摘されてい
る。文部科学省と厚生労働省では、両省連携による、家庭と教育と福祉の連携「トライアング
ル」プロジェクトを2017年12月に発足させ、2018年３月に、教育と福祉の連携を推進するため
の方策及び保護者支援を推進するための方策について報告書を取りまとめた。両省は2018年５
月に報告書の趣旨を広く周知するため、自治体向けに通知を発出し、各自治体における、教育
委員会と福祉部局の連携の促進や、地域における支援の情報や相談窓口について記載されたハ
ンドブックを作成するなどの保護者支援の取組の充実を促した。
　文部科学省では、2018年８月に、「学校教育法施行規則」（昭和22年文部省令第11号）の一部

■図表３-２　教育支援体制整備事業費補助金（切れ目ない支援体制整備充実事業）

資料：文部科学省

切れ目ない支援体制整備充実事業
背景・課題
「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」の成立・施行を踏まえ、医療的ケア看護職員を配置するとともに、特別な支援
を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体制の整備や外部専門家の配置を行うことにより、特別支援
教育の推進を図る。

2022年度予算額 29億円
（2021年度予算額 24億円）

障害の有無に関わらず誰もがその能力を発揮で
きる共生社会の実現

学校における医療的ケアの対応に関するガイドライン等が策定され、
医療的ケア児の受入れ体制の整備が進展
（指標）学校における医療的ケアの対応に関するガイドライン等の策定割合

（令和３年度︓ー％（今年度調査予定））

自治体等が実施する①地域の小・中学校等での特別な支援を必要とする子
供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体制の整備②医
療的ケア看護職員の配置や外部専門家の配置について支援

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

・都道府県・市区町村・学校法人
（幼稚園・小中高校・特別支援学校）
・補助割合 国︓１/３ 補助事業者︓２/３

補助対象等

１．連携体制を整備
教育委員会・学校と福祉部局や関係機関の連携体制を整備
２．個別の教育支援計画等の活用
就学・進級・進学・就労に、個別の教育支援計画等が有効に活用される仕組づくり
３．連携支援コーディネーターの配置
教育委員会・学校と福祉部局や関係機関の連携を促進
（早期支援、発達障害支援、学校・病院連携、合理的配慮、就労支援）
４．普及啓発
市民や他の自治体への普及啓発

 特別な支援が必要な子供が就学前から社会参加まで切れ目なく支援を受けられる体制
の整備を行う自治体等のスタートアップを支援 ※交付初年度から３年限り

○ 特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支
援体制整備

○ 医療的ケア看護職員配置事業

【参考】医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律
（令和３年６月18日公布、令和３年９月18日施行）

第十条 国及び地方公共団体は、医療的ケア児に対して教育を行う体制の拡充が図られるよう、
医療的ケア児が在籍する学校に対する支援その他の必要な措置を講ずるものとする。

２ 学校の設置者は、その設置する学校に在籍する医療的ケア児が保護者の付添いがなくても適
切な医療的ケアその他の支援を受けられるようにするため、看護師等の配置その他必要な措置を
講ずるものとする。

 学校における医療的ケアの環境整備の充実を図るため、校外
学習や登下校時の送迎車両に同乗することも含め、自治体
等による医療的ケア看護職員の配置を支援

○ 外部専門家配置事業

 個別の指導計画の作成や実際の指導に当たって、障害の状態等に応じて必要となる、専
門の医師や理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などの専門家配置を支援 348人分
【参考】特別支援学校幼稚部教育要領、小学部・中学部・高等部学習指導要領
第７章 自立活動 第３ 個別の指導計画の作成と内容の取扱い
児童又は生徒の障害の状態等により、必要に応じて、専門の医師及びその他の専門家の指導・助言を求めるなどして、適切な指導
ができるようにするものとする。

※校外学習や登下校時の送迎車両への同乗に係る経費も含む。

２,４００人分 ⇒ ３，０００人分 【拡充】

（2,611百万円（2,068百万円））

【参考】医療的ケア看護職員の効果的な配置も含め、医療的ケアの実施体制の構築に資する取組
を実施するため、小・中学校等における医療的ケア児の受入れ・支援体制の在り方に関する調査研
究を実施。
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改正を行い、「個別の教育支援計画」の作成に当たっては、児童生徒等又はその保護者の意向
を踏まえつつ、医療、福祉、保健、労働等の関係機関等と当該児童生徒等の支援に関する必要
な情報の共有を図らなければならないこととした。また、2019年度から３年間にわたり、学校
と放課後等デイサービス事業所などの障害児通所支援事業所の連携促進に資するため、連携に
際してのマニュアルを作成するモデル事業に取り組んだ。

ウ　発達障害のある子供に対する支援
　｢学校教育法の一部を改正する法律」（平成18年法律第80号）により、幼稚園、小・中学校及
び高等学校等のいずれの学校においても、発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に対する特
別支援教育を推進することが法律上明確に規定された。
　2016年６月には「発達障害者支援法の一部を改正する法律」（平成28年法律第64号）が公布
され（2016年８月施行）、発達障害児がその年齢・能力に応じ、かつその特性を踏まえた十分
な教育を受けられるよう、可能な限り発達障害児が発達障害児でない児童と共に教育を受けら
れるよう配慮することや、支援体制の整備として個別の教育支援計画・個別の指導計画の作成
推進、いじめの防止等のための対策の推進等が規定された。文部科学省では、小・中学校、高
等学校等における発達障害の可能性のある児童生徒等に対する支援の充実につなげるため、
2020年度まで、学習上のつまずきなどに対する教科指導の方向性の在り方、通級による指導の
担当教師等に対する研修体制の在り方や必要な指導方法、学校における児童生徒の多様な特性
に応じた合理的配慮の在り方に関する研究を実施した。また、2020年度より、発達障害の可能
性のある児童生徒等に対する指導経験の浅い教師の専門性向上を図るため、研修等の機会の充
実や指導・助言などのサポート体制の整備など、関係機関とも連携した支援体制の構築に取り
組む事業を開始した。さらに、2021年は、障害による学習上又は生活上の困難を改善・克服す
るための自立活動や通級による指導について、学びの保障や指導の質の向上などの観点から、
ICTを活用した自立活動の効果的な指導の在り方の調査研究を開始した。
　また、文部科学省と厚生労働省の両省共催で例年２月に開催している「発達障害支援の地域
連携に係る全国合同会議」について、2021年度は新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、
発達障害支援の地域連携に係る取組等を紹介する動画を作成し、両省のホームページより配信
した。

エ　医療的ケアが必要な子供に対する支援
　文部科学省が実施した学校における医療的ケアに関する調査の結果によると、特別支援学校
や小・中学校等に在籍する医療的ケアが必要な幼児児童生徒の数は増加傾向にある。また、「医
療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」（令和３年法律第81号）が2021年６月に
成立し、2021年９月に施行された。このような状況を踏まえ、文部科学省では、学校において
関係者が一丸となって医療的ケアに対応できるよう、医療的ケアの環境整備の充実を図るため、
教育委員会や学校等における取組を支援している。

第１節　障害のある子供の教育・育成に関する施策第３章　社会参加へ向けた自立の基盤づくり
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　とりわけ、学校において中心となって医療的ケアを行う看護師については、学校において教
員と連携協働しながら不可欠な役割を果たす支援スタッフとして、その名称を医療的ケア看護
職員とし、その職務内容について学校教育法施行規則に規定するとともに、教育委員会等にお
ける医療的ケア看護職員の配置に係る支援や研修に関する調査研究を行っている。

■図表３-３　特別支援学校や幼稚園、小・中・高等学校に在籍する医療的ケア児等の推移

出典：令和元年度学校における医療的ケアに関する実態調査（文部科学省）

出典：令和元年度学校における医療的ケアに関する実態調査（文部科学省）
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